
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法人の場合：名称
注 1
 

個人の場合：氏名 

国の場合：名称（所管官庁） 

地方自治体の場合：名称（都道府県、市町村） 

  
注 1

（株）等の略称表記は不可 

一般的には工場又は事業所の住所の欄に記

載される住所と同じです。事業所管轄内に

おいて他の住所で使用する場合には、そち

らの住所を記入します。 

法人の場合： 

 代表者の氏名注 2 

個人の場合： 

 空白のままとします。 

国の場合： 

 代表者の氏名注 2（所轄

大臣 名） 

地方自治体の場合： 

  代表者の氏名注 2 

  （知事、市長名等） 

 
注 2代表取締役社長、 

  ◯◯県知事などの 

  役職名と氏名を記入 

大学の場合は、原則として

学部ごととします。 



 

 

 

ＭＢＡ符号は、国

際規制物資の使用

許可を得た際に、

国から通知のあっ

たＭＢＡ符号を記

入します。 

氏名又は名称、代表者

の氏名、住所が変更に

なる場合は、変更前の

ものを記載します。 

氏名又は名称、代表者

の氏名、住所が変更に

なる場合は、変更前の

ものを記載します。 

氏名又は名称、代表者

の氏名、住所が変更に

なる場合は、変更届出

時のものを記載しま

す。 

代表者の役職名を記載すること。 代表者の役職名を記載すること。 


